



と中国国際出版集団は、日中の両国民を対象とした世論調査を行っている。2016 年 9 月
に公表された調査結果によると、日中関係を「悪い」と答えている人は日中双方ともに 7
割を超え、「良い」と答えている人は中国人で 14％、日本人に至っては 1.4％という結果
が出ている（言論 NPO, 2016, 「第 12 回日中共同世論調査」結果, 参照）。2012 年尖閣諸島問題発生
以降における、お互いに対するイメージは極端に低い水準を維持し続けており、世界から












2012 年に行われるはずであった日中国交正常化 40 周年記念事業は、同年 9 月に発生し
た尖閣諸島問題と、それによる中国政府による事実上の日本への渡航自粛要請により、各
現代日中民間外交と知識人交流＊

























代や 60 年代の日中関係のように正式の国交関係のない場合には , とくに民間外交の占め

















「国際関係そのものが人間の文化である、と考えることができる」（平野, 2000, p. 17 を参照）
としている。人間のレベルで国際関係を考える上で、「文化運搬者」が必ず存在し、それ
は、かつては留学生やお雇い外国人や宣教師であり、現代では技術協力者や外国旅行者で

















































ら、さらに共同研究を続けていくべきである」（北岡, 2010, p. 70 を参照）と結んでいる。
ここでもう一点、日中歴史共同研究委員であった川島真東京大学教授の見解を引用して
おくこととする。川島は、日中歴史共同研究の目標設定が「必ずしも裁判の判決のよう




































































































































































  1） 著名な歴史家である E. H. カーによれば、我々が学ぶ歴史とは「わたしたちのために選び出され決
定」（E. H. カー, 清水幾太郎, 1964, p. 12 を参照）されているものであるという。しかし、そうとはい
えども、日中間における歴史上の重厚な関係は否定され得ない。
  2） ここでは「歴史学の立場における議論が必要な、領土についての学術的問題」としてこの表現を用
いることとする。




  4） 日本側座長の北岡伸一は、中国側の学者が政府より圧力を受け、苦労を重ねながら共同研究に取り
組んでいたことを指摘し（北岡, 2010, pp. 64─67 を参照）、会合においては政府見解以外のものを引
き出せたことをうかがわせている。




  6） しかし多くの日中関係やその歴史に携わる学者の中での知名度は高く、「知の共同体」に言及した
文献も散見される。
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  7） 日中歴史共同研究と比較して、政治の対立を超えた観点を共有できた学術的な成功を指している。
  8） 「1　はじめに」で述べた日中国交正常化 40 周年記念交流事業の中止などの事例がある。
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